
売店設置を目的とする 

固定資産(建物)の貸付けに係る 

公募型プロポーザル実施要領



 

１ 目的 

本実施要領は、「売店設置を目的とする固定資産(建物)の貸付け」を行う事業者をプ

ロポーザル方式により、公正かつ公平な方法で選定するために、必要な事項を定めるも

のとする。 

応募者は、この実施要領を踏まえ、提案書及び関係書類を提出するものとする。 

 

２ 業務概要 

(1) 業務名 

売店設置を目的とする固定資産(建物)の貸付け 

(2) 業務場所 

岐阜市大学西 1丁目 25番地 4 岐阜薬科大学 1階エントランスホール販売所スペース 

(3) 業務内容 

仕様書のとおり 

(4) 貸付期間 

貸付期間は、令和 8 年 9 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日までとする。ただし、本学

が必要と認める場合は、出店者と協議の上、貸付期間の満了の日から 12か月を限度に

更新することができる。以後も同様とする。 

 

３ 実施するプロポーザル方式の型及びその理由 

(1) プロポーザル方式の型 

公募型プロポーザル方式 

(2) 理由 

本業務は、提案事業者ごとに特徴があり、広く提案者を募るため公募型を採用した 

４ 契約候補者決定までのスケジュール 

内容 日にち 

実施要領等の公表 令和 8年 6月 1日(月) 

参加申込書、質問書提出期限 令和 8年 6月 15 日(月)午後 4時まで 

参加資格確認通知、提案書提出依頼、質問の回答 令和 8年 6月 19 日(金) 

提案書提出期限 令和 8年 6月 30 日(火)午後 4時まで 

プレゼンテーション実施 令和 8年 7月 13 日(月)午後 2時から 

審査結果通知、結果公表 令和 8年 7月 24 日(金) 

 

５ 参加資格及び手続等 

(1)  参加資格 

ア 法人であり、岐阜県内に本店又は支店•営業所を有していること。 

イ 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4第 1項(同令第 167 条の 11 

第 1 項において準用する場合を含む。)の規定に該当する者でないこと。 

ウ 国税及び地方税の滞納がないこと。 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 3 条及

び第 4条による指定を受けた指定暴力団等及びその暴力団員でないこと。  

オ 次の申立てがされていないこと。 

(ｱ) 破産法(平成 16 年法律第 75 号)第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始

の申立て 

(ｲ) 会社更生法(平成 14年法律第 154 号)第 17 条に基づく更正手続開始の申立て 

 (ｳ) 民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)第 21 条の規定による再生手続開始の申立

て 



 

カ その他、本プロポーザルについて、不正又は不誠実な行為を行わないことを誓約でき 

る者であること。 

(2)  参加表明 

本プロポーザルへの参加を希望する者は、4 に示した指定の日時までに、次の「ア  

 提出物一覧」に指定する資料を提出し、参加表明を行うものとする。  

ア 提出物一覧 

(ｱ) 参加申込書(様式 1) 
(ｲ) 履歴事項全部証明書の写し又は登記簿謄本の写し 

※直近 3 か月以内に発行されたもの 

(ｳ) 国税、地方税を滞納していないことについて、国及び申込者の所在地における 

地方公共団体が証明する書類の写し(直近 1 年度分) 

※直近 3 か月以内に発行されたもの 

(ｴ) 法人の事業概要がわかる資料(会社のパンフレット等) 

イ 参加申込書の入手方法 

岐阜薬科大学ホームページからダウンロード、又は、本部学務・施設課にて交付す

る。  

ウ 提出場所及び提出方法 

持参又は郵送にて岐阜薬科大学本部学務・施設課へ 1 部提出すること。 

※郵送の場合は、提出期限必着とする。 

エ 提出期限 

令和 8 年 6月 15 日(月)午後 4時まで 

オ 審査結果の通知 

令和 8年 6月 19 日(金)に「提案書提出依頼書(様式 2)」をもって通知する。 

(3)  質問の提出及び回答 

ア 質問書の提出方法 

質問がある場合は、質問書(任意様式)を岐阜薬科大学学務・施設課のメールアドレ

ス宛に電子メールにて提出すること。 

やむを得ない事情により、電子メールによる提出ができない場合は、FAX での提

出も可とする。 

イ 提出期限 

令和 8 年６月 1５日(月)午後 4時まで 

ウ 質問書に対する回答 

質問への回答は、質問者の名前を伏せて令和 8 年６月 19 日(金)午後 4時までに

本学ホームページに掲載する。ただし、事業者の選定に公平性を保てない場合は、

質問に回答しないことがある。 

 なお、質問に対する回答は、実施要領等の追加又は修正とする。 

 

６ 提案方法 

参加申込者の参加資格の確認後、 「提案書提出依頼書(様式 2)」の送付を受けた者は、以 

下の書類を提出すること。 

(1)  提出書類 

ア 提案書(様式 4) 
イ 企画提案書(任意様式) 

次の事項を踏まえて提案すること。形式は原則 A4 版の印刷物とする。 

(ｱ)  参加者概要 

参加者の概要(事業内容等)、売店の運営方法及び運営実績等について 

(ｲ)  営業時間 

営業時間について 

 



 

(ｳ)  取扱商品 

商品の種類、価格、季節による変化、取扱商品の特徴について具体的に記載 

(ｴ)  決済方法 

決済方法の種類、キャッシュレス決済であれば使用できるクレジットカードや

電子マネ—について 

(ｵ)  運用計画 

本案件の実施計画、監視体制、設置•補充•回収等の具体的実施方法、緊急時の

対応について 

(ｶ) アピールポイント 

アピールできる事項又は優位性•特徴のある事項について 

(例)災害時の支援等 

ウ その他参考資料等(任意様式) 

設置する店舗型売店のカタログ、販売する商品の価格表 等  

(2) フランチャイズ契約により応募する場合の注意点 

フランチャイズ契約により応募する場合、次のア及びイに注意すること。  

なお、本部が直営で事業運営を行う場合、本項は不要。 

ア 本部が応募し、加盟者へ運営委託する場合 

本募集においては、フランチャイズ本部が応募し、加盟者へ運営委託をするような 

形態も認めるものとする。この場合、申込者及び契約者はフランチャイズ本部とし、 

本事業運営に係る最終責任は本部にあるものとする。 

運営委託を請け負う加盟者は法人に限るものとし、委託の相手方については本学の 

承認を得るものとする。 

イ 加盟者が単独応募する場合 

加盟者としての単独応募も認めるものとする。その場合は、次の(ｱ)〜(ｳ)に注意

すること。 

(ｱ) 法人であること。 

(ｲ) 応募資格は申込者である加盟者側にあること。 

(ｳ) フランチャイズ本部から使用許諾を受けた商標に係るノウハウ、実績等は本部 

のものも評価の対象とするが、経営安定性等の評価は、運営事業者たる加盟者 

のものを対象とする。したがって、「参加者概要」については加盟者のものを 

使用し、「運営実績」については本部のものと加盟者のものを両方記載するこ

と。 

なお、提出物の 5 (2)ア(ｱ)(ｲ)(ｳ)は、加盟者のものを提出すること。 

(3) 提出場所及び提出方法 

持参又は郵送にて岐阜薬科大学本部学務・施設課へ「６(1)ア提案書(様式 4)」1 部

とその他の提出書類(６(1)イ、ウ)を各 5 部提出すること。 

※郵送の場合は、提出期限必着とする。 

(4) 提出期限 

令和 8 年 6月 30 日(火)午後 4 時まで 

(5) 提案書等の取扱い 

ア 提案書等提出後の記載内容の変更は認めない。 

イ 提案書等の作成、提出及びプレゼンテーション等に要する費用は、提出者の負担

とし、提出された提案書等は返却しない。 

ウ 提出された提案書等は、契約候補者を特定する目的にのみ使用し、提出者に無断

でその他の目的には使用しない。 

エ 提出された提案書等は、必要に応じて複製することもあり得る。 

 

 

 



 

７ 審査方法 

(1) 特定手順 

提出された提案書等は、本学が設置する審査委員会において、提案書等及びプレゼ 

ンテーションの内容により総合的に審査を行い、契約候補者を特定する。 

(2) プレゼンテーション(審査委員会) 

ア 日時 

令和 8 年 7 月 13 日(月)午後 2 時から 

イ 場所 

岐阜薬科大学本部 2階 大会議室 
ウ 説明時間 

30 分以内(説明 15 分質疑 15 分) 

エ 出席者 

2 名以内 

オ その他 

(ｱ)  プレゼンテーションの資料は、提出した提案書等の内容とし、追加資料の提出

は認めない。ただし、当日動画を使用しプレゼンテーションをする場合はこの

限りでない。提出した提案書等によるプレゼンテーションは、スクリーン等を

用いてプレゼンテーションできるものとする。 

なお、プロジェクター、スクリーン、電源は岐阜薬科大学が用意する。プレゼ

ンテーションに用いる機器等を持込む場合は、前日までに連絡すること。 

(ｲ)  プレゼンテーションの開始時刻は、提案者ごとに後日通知する。 

 

８ 評価方法及び評価基準 

(1) 評価方法 

岐阜薬科大学が設置する審査委員会において、提案書等及びプレゼンテーションの内

容により総合的に判断し、(2)の評価基準により審査する。その結果、各委員の点数を

合算し平均点を出し、上位 1 者を契約候補者とする。ただし、最も評価が高かった者

が 2者以上いる場合は、審査委員会で協議の上、順位を決定する。 

なお、提案事業者が 1者の場合は、審査の結果、基準(平均点 60点以上の得点)を満た

せば契約候補者とする。 

(2) 評価基準 

評価項目 評価基準 配点 

会社概要・ 

実績等 

店舗形態 売店の運営方法は適切か。 5 点 

実績 他の売店等の実績はあるか。 5 点 

取扱商品・ 

サービス等 

営業時間 営業時間は適切か。 10 点 

取扱商品 
取扱商品の豊富さ、価格割引が 

あるか。 
30 点 

決済方法 決済方法の種類は豊富か。 20 点 

運用計画 
実施計画、監視体制、設置•補充•

回収の実施方法等は適切か。 
20 点 

アピールポイント 
学生及び教職員の福利厚生に 

つながる提案があるか。 
10 点 

合       計 

 
100 点 

(3) その他 

審査委員会は非公開とし、審査の経過や結果など、審査に関する問合せには一切応じ

ない。また、異議申立ても一切認めない。 



 

９ 審査結果の通知及び公表 

(1) 審査結果の通知 

令和 8 年 7 月 24 日(金)に「提案書特定通知書(様式 5)」又は「提案書非特定通知書(様

式 6)」を提案事業者に通知する。 

なお、特定されなかった提出者は、書面によりその理由についての説明を求めることが

できる。 

(2) 審査結果の公表 

審査結果については、岐阜薬科大学のホームページにて公表する。 

10 その他留意事項 

(1)  提案は 1 事業者 1 提案とする。 

(2)  参加表明を取下げる場合は、令和 8年 6月 26 日(金)午後 4時までに岐阜薬科大学学

務・施設課へ電子メールで連絡すること。 

(3)  提案書に記載された業務執行体制(統括責任者、担当者等)の契約後の変更は、原則認

めない。 

(4)  提出書類に虚偽があったとき、提案資格を満たさないことが判明したときは、失格と 

する。 

(5)  電子メールの通信事故があった場合でも、本学は一切の責任を負わない。 

(6)  プロポーザルにおいては、本業務に適した契約候補者を選定するのみであり、契約を 

締結するまでは本学と契約関係は生じない。岐阜薬科大学は、契約候補者との間で、提

案書等を踏まえた協議を行った上で、岐阜市公立大学法人契約事務取扱規程(令和 7年

法人規程第 63 号)第 29 条に定める随意契約の方法により契約を締結するものとする。 

担当部課及び連絡先 

【事務局】 

岐阜薬科大学学務・施設課 野々村、芳井 

亍 501-1196 岐阜市大学西 1丁目 25 番地 4 

電話  058-230-8100 (内線 3583) 

FAX  058-230-8200 
E-mail  shisetsu@gifu-pu.ac.jp


